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     第２章 
 
ドイモイ下ベトナムの障害者の生活における「国家と社会」  
    ―紅河デルタ：タイビン省、ハーナム省の事例を通して―  
 




























ことを見出している 3。  
 キーワード：  
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ドイモイ下ベトナムの障害者福祉への取り組みは、政権党であるベトナム
共産党の第６回党大会で「『国家と人民が共に担う (Nha nuoc va nhan dan 
cung lam)』という方針にしたがって、全人民に対する社会扶助政策を一歩







者を対象に 2005 年と 2006 年にタイビン省、ハーナム省で実施した調査に基
づいて、ベトナムの障害者の状況を考える。そして、最後に「国家と社会」








政府が 2006 年５月 26 日に第 11 期第９回国会に提出した障害者法令の実
行状況に関する報告によれば、2005 年時点でのベトナムの障害者総数は約
530 万人 (ベトナム全人口の約 6.34%)となっている 7。うち、農村部に暮らす
障害者は全体の 87.27%を占める。また家庭単位で見ると、ベトナム全戸数
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者比率では、中部沿海地域・北部東方地域・南部東方地域が上位３地域を占
め、中部沿海地域にいたっては二桁を超えている (表１参照 )。  
障害の種類については、運動障害 29.41%、神経系統の障害 16.83%、視覚
障害 13.84%、聴覚障害 9.32%、言語障害 7.08%、知的障害 6.52%、その他
の障害 17%となっている。このうち 20%近くが重複障害である（Chinh 
phu[2006：31]）。  
障害を負った原因については、先天性 35.8%、病気 32.34%、戦争 25.56%、
労働事故 3.49%、その他の原因 2.81%となっている（Chinh phu[2006：31]）。
ここでは交通事故が要因として挙げられていない。しかし、障害者問題の主
管官庁である労働・傷病兵・社会問題省が 1999 年に出した報告書では交通
事故が障害原因の 5.52%を占めている (向井 [2002:89-90])。また、同政府報告
でも 2001～2005 年に交通事故で約 12 万 5000 人が障害を負ったと報告され
ている（Chinh phu[2006：31]）。昨今のベトナムでは交通事故の増加が社会
問題化しており、同要因による障害者総数はかなりの数に上るものと推測さ
れる (寺本 [2006b：28])。  
年齢の分布については、16 歳未満が約 16%、16～55 歳が約 60%、55 歳よ
り上が約 24%となっている（Chinh phu[2006：31]）。Nhan Dan 紙によれ
ば男性で 16～60 歳、女性で 16～55 歳の年齢幅に障害者の約 69%が該当し
ており (Nhan Dan,2006 年２月 5 日付 )、働き盛りの年齢層が多数を占めてい
ることが分かる 8。  








                                        
－63－ 
phu[2006：31]）。しかし、後述する 2005 年、2006 年に実施した現地調査に
基づく感触では、仕事がない障害者の比率は上記数字を上回る可能性もある。 
 ただし、国会社会問題委員会が第 11 期国会で５月 31 日に提出した報告書
によれば、障害者の生産・経営基礎 (co so san xuat, kinh doanh cua nguoi tan 
tat)と労働者数は 1995 年には 177 カ所、7821 人であったのに対して、同報
告書執筆時点では 400 カ所超、15000 人超にそれぞれ増加している (Uy Ban 






上回っている（Chinh phu[2006：31]）。  
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ベトナム建国の王とされる「雄王」ゆかりの廟もこの地域にある。紅河水系
とタイビン水系の形成する約 150 万 ha のデルタで、開発の歴史が古く、人




また、同地域内総人口 1783 万 6000 人に占める障害者比率は 5.5%と各地域
の中で２番目に低い比率となっている（表１参照）。また、2004 年の貧困率
は 12.1%でホーチミン市がある南部東方地域についで 2 番目に低い数字であ
る (表２参照 )。  
2005 年推計でタイビン省の人口は 186 万 6000 人と紅河地域内で４番目、
ハーナム省は 82 万 2700 人で最下位である。紅河デルタ地域内で農村部人口
が９割を超えるのはこの２省だけである。面積についてはタイビン省が
1545.4 ㎢で同地域内４番目、ハーナム省は 852.2 ㎢で下から２番目の規模と
なっている (表３参照 )。人口密度はタイビン省が１㎢あたり 1204 人、ハーナ




 次ぎに、今回実施した調査に基づいて考察する。  
タイビン省、ハーナム省での調査は、前者は 2005 年 10 月 19 日～11 月１











という役割分担に基づいて調査を進めた 12。  
しかし、調査事項以外についても確認する必要があると思われた場合には、
随時質問を行なうようにした。ただ、道案内役、紹介役をするため、現地の
責任者が調査に同行、同席したケースもかなりあった 13。  
調査家庭の無作為抽出は体制上の問題もあり実現できず、基本的に現地人
民委員会、現地機関・組織の調整、紹介に基づいて選ばれた、タイビン省で









 以下、調査票の集計結果に基づいて考察していくことにしたい。  
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 ①応答者（図１、２参照 ) 
調査票に対する応答者については、両省共に障害者本人による応答が最多








②調査対象者における生年分布 (図３、４参照 ) 
 今回の調査対象者の生年分布で両省ともに共通していることは、タイビン
省、ハーナム省の調査対象者共に 1970～1999 年生まれの範囲にある程度の
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母親の末の妹の子どもも症状的には類似の状況にあるとのことであった。  
  最後に、インタビュー時点で 10 歳台であった調査対象者がタイビン省で
15 人、ハーナム省で９人含まれていることを記しておきたい 20。  
 












































































































































の６つの類型を抽出できると考えられる 29。  
(１ )障害を負った原因は戦争への直接参加によるものであり、それが「国
家」によって認定されており、扶助 30を受けているケース。  
(２ )障害を負った原因は戦争への直接参加によるものであるが、それが「国
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調査対象者中、このケースに該当する人はタイビン省９人、ハーナム省４
人の計 13 人であった。  
具体例として、以下の事例を挙げておきたい。  
タイビン省ブートゥー県 B 社の I さんは 1950 年代半ばに生まれた。ベト
ナム南部のロンアン省などで戦闘 32に参加した。右脚付け根から下を失い、
右手にも障害を負った。調査時点で「国家」から補助者に対する手当ても含




























家」によって認定されておらず、扶助を受けていないケース 34。  





































人の計 13 人であった。  
具体的例として、以下の事例を挙げておきたい。  








扶助金が支給されている。T さんに対する月額支給額は約 17 万ドンという。
また、赤十字から生活水の精製施設の設置費用の支援を受けており、近所に
住む一人のお歯黒をしたおばあさんの話では、T さん家族が住んでいる家も
共同体 (cong dong)の支援で建設したとのことであった。  
父親によれば、Ｔさんの母親、長姉、次姉と４人で農業に従事しているが、
主食の米も必要量を下回っている。心配しているのは子どもの世話を継続す





父親は T さんの足首を握りながら「十分強い」と語り、10 年後の希望とし
て「病気の治癒」を挙げた。  










































































で、大体朝７時 30 分～夕方 18 時まで。同細工作りの技術は職業教育センタ
ー (Trung tam day nghe )で学んだ。「国家」からの扶助金と籐細工の売上げ






















イビン省 24 人、ハーナム省 26 人で計 50 人であった。  
具体例として、以下の事例を挙げておきたい。  








































省 26 人の計 50 人となった 38。  
「国家」から扶助金を受給している（１）、（３）、（５）の類型に属する人
は受給要因未特定の１人を合わせて合計 36 人（39.1%）、扶助金を受取って
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いない（２）、（４）、（６）に属する人は 56 人 (60.9%)となる。したがって、
調査対象者中約 60%の人たちは「国家」からの経済的支援を受けていないと
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2006 年 11 月７日、世界貿易機関（WTO）一般理事会でベトナムの WTO
加盟議定書が承認され、同機関へのベトナム加盟が確実のものとなった (正式

























































7 世界保健機構 (WTO)の推計によればベトナムの障害者数は人口の約 10%となっている。
また、労働・傷病兵・社会問題部門の資料にしたがうと同比率は 6.6%になるとする指
摘もある (Uy ban Ve Cac Van de Xa hoi Cua Quoc hoi Khoa Ⅺ  [2006：95])。  
8 ベトナムの労働法では 15 歳以上から労働契約が結べる。男性で 60 歳、女性で 55 歳
が定年、年金給付開始の原則年である。  
9 2001～2005 年の貧困ラインは１人当たり 1 カ月収入が、都市部で 15 万ドン、農村部
で 10 万ドン。2006～2010 年の貧困ラインは、都市部で 26 万ドン、農村部で 20 万ド
ンとなっている。このラインに達しない場合、貧困世帯に分類される (Nhan Dan,2005
年７月 13 日付 )。  
10 これらは実質的な調査実施期間である。ハノイにおける現地出発前の準備期間や関係
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け、解放勢力の食糧減と拠点を壊滅させるのが狙いとされていた」（中村 [2005:4]）。  
20 ベトナムの「子どもの保護・養護・教育法」では 16 歳未満が「子ども」と規定され
ている。  
21「知的障害」については日本でも未だ定義が未確立であるとされる。日本における一
般的な定義としては「知的障害とは心身の発達期 (おおむね 18 歳まで )に何らかの原因に
よる障害で、一般的知的機能が明らかに平均より低く、生活上の適応障害を伴っている
もの」とされている。また、「日本の行政施策上では、知的障害は知能指数 (IQ)75 以下







［2005:4-12］ )。  
23 ここで扶助金受給者について特に注目するのは表 22～25 に見られるように調査にお
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27 「社会」に対する要求（yeu cau）ついては、国家に対する要求を質問した後で“xa hoi”
という言葉で問いかけを行なった。つまり、前者、後者をセットにして調査した。“Xa hoi”






















32 この項で取り上げる人はすべてベトナム戦争への参加者である。  






36 ただ、敷地内別棟で人の手を借りて、揚げ豆腐を多数作っていた。  
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37 「ハーナム省障害者の会 (Hoi Nguoi Khuyet tat o Ha Nam)」。2006 年の調査で色々
ご協力いただいた。  
38 ハーナム省における国家扶助金受給者で要因が特定できていない方が１人いる。１カ
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表１ 障害者の地域別分布（2004年） 
地域 障害者数 総人口数 同地域人口に占
める比率(%) 
紅河デルタ地域 980,118 17,836,000 5.5 
北部西方地域 157,369 2,524,900 6.23 
北部東方地域 678,345 9,244,800 7.34 
中部北方地域 658,254 10,504,500 6.27 
中部沿海地域 749,489 6,981,700 10.74 
中部高原地域 158,506 4,674,200 3.39 
南部東方地域 866,516 13,190,100 6.57 
メコンデルタ地域 1,018,341 17,076,100 5.96 
総数 5,266,938 82,032,300 6.42 
(出所）Uy ban Ve Cac Van de Xa hoi Cua Quoc hoi Khoa 
 Ⅺ[2006] 
表２ ベトナムの地域別貧困率 （％）
地域 2002年 2004年 
全国 28.9 19.5 
紅河デルタ地域 22.4 12.1 
北部西方地域 68 58.6 
北部東方地域 38.4 29.4 
中部北方地域 43.9 31.9 
中部沿海地域 25.2 19 
中部高原地域 51.8 33.1 
南部東方地域 10.6 5.4 




（出所）Tong cuc Thong ke[2006]。 
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表３ 紅河デルタ地域諸省の人口と面積  
地名 人口（1000人) 面積(㎢) 人口密度(人数/㎢) 
全国 83119.9（73%） 329314.5 252 
紅河デルタ地
域 
18039.5(75.1%) 14812.5 1218 
ハノイ市 3145.3(34.7%) 921 3415 
ヴィンフック省 1169(86.0%) 1371.4 852 
バックニン省 998.4(86.8%) 807.6 1236 
ハータイ省 2525.7(89.7%) 2192.1 1152 
ハイズオン省 1711.4(84.4%) 1648.4 1038 
ハイフォン省 1792.7(54.2%) 1526.3 1175 
フンイェン省 1134.1(88.9%) 923.1 1229 
タイビン省 1860.6(92.7%) 1545.4 1204 
ハーナム省 822.7(90.3%) 852.2 965 
ナムディン省 1961.1(84.4%) 1641.3 1195 
ニンビン省 918.5(84.7%) 1383.7 664 
(注)人口は2005年推計。面積は2003年時の数値。括弧内の％は農村部 
人口の占める割合。  
（出所）Tong cuc Thong ke[2006]より筆者作成。  
 
表４  調査地における物価(参考) 
 普通米１kg 皮厚大ミカン1kg
タイビン省 3,500ドン 10,000ドン 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(出所)2006 年 10 月 27 日～11 月４日に実施した調査の結果に基づき筆者作成。 
 
図 16 ベトナムの障害者をめぐる「国家」と「社会」の相関シーソー 
 























































  ＜「社会」の役割＞ 
 
大 
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